
この手引きの趣旨

この手引きは、平成 23 年 7 月新潟・福島豪雨により新潟県内で被

災された方に、できるだけ早く本来の生活に戻っていただくために、

参考としていただけるよう作成したものです。

今後の生活再建に向けた計画づくりに、この手引きをご活用いただ

ければ幸いです。

被災者生活再建の手引き
…平成 23 年 7月新潟・福島豪雨被害からの再建のために…

新潟県豪雨災害対策本部

※ この手引きには、平成２３年９月１日現在の情報を掲載しています。
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住宅の確保に向けて

◎ご自宅の再建をお考えいただくためのフロー図

ご自宅が被災された方は、「被災(り災)証明」(※Ｐ２参照)

の交付申請をご検討願います｡
※「被災（り災）証明」は、市町村の「住家の被害認定調査」（応急危険度判

定ではありません）に基づき交付されます。

仮の住居の確保

「被災（り災）証明」による被害の証明

全 壊
大規模
半壊 半 壊
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新築・改築をご

希望の方

修繕をご希

望の方

被災者生活再建支援制度（※Ｐ３参照）

住宅応急修理制度＊（※Ｐ４参照）

融資制度＊（※Ｐ７参照）
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＊ 住宅応急修理制度や融資制度の利用にあたっては、被災の状況等に

より要件が異なりますので、本誌該当ページでご確認ください。



「被災（り災）証明」と「住家の被害認定調査」について

「被災（り災）証明」とは、市町村が実施する「住家の被害認定調査」に基づき、地震や

水害、火災などで災害を受けたことを証明するものです。

税の減免、各種手数料・使用料の減免、各種貸付金、融資（住宅金融支援機構、商工融資

等）の支援、保険等の支払いを受けるために必要な証明となり、建物の被害の程度（「全壊」、

「大規模半壊」、「半壊」、「床上浸水」、「一部損壊」など）を証明するものです｡

なお、「住家の被害認定調査」が行われる前に被災された建築物の取り壊しや応急修理等を

おこなう場合は、あらかじめ市町村役場にお知らせいただくとともに、被害状況の写真を撮

っておいていただくことをお願いします。
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住宅等に関する資金の助成

ご自宅に大きな被害を受けた方を対象に、住宅の被害程度や再建方法に応じて、支援します。

原則として、市町村役場が発行する被災(り災)証明が、「全壊」、「大規模半壊」、「半壊」又は「床

上浸水」の方が、ご利用できます。

１ 被災者生活再建支援制度

（１）被災者生活再建支援法（国の制度）＊

①基礎支援金

住宅の被害程度に応じて支給する支援金

ア 対象世帯 … ご自宅が全壊等または大規模半壊した世帯

イ 支 給 額 … Ｐ５【表】「国の制度」に掲げる「基礎支援金」を定額で支給

ⅰ 全壊世帯：支給額（単数）75 万円・（複数）100 万円

ⅱ 大規模半壊世帯：支給額（単数）37.5 万円・（複数）50 万円

②加算支援金

住宅の再建方法に応じて支給する支援金

ア 対象世帯 … ご自宅が全壊等または大規模半壊した世帯

イ 支 給 額 … ご自宅の再建方法に応じ、Ｐ５【表】「国の制度」に掲げる「加算支援金」

を定額で支給

ⅰ ご自宅を建設又は購入した場合：支給額（単数）150 万円・（複数）200 万円

ⅱ ご自宅を補修した場合：支給額（単数）75 万円・（複数）100 万円

ⅲ ご自宅を賃借した場合：支給額（単数）37.5 万円・（複数）50 万円

＊ 被災者生活再建支援法は９月１日までに、三条市、十日町市、魚沼市、南魚沼市、

阿賀町、加茂市、見附市及び長岡市(旧栃尾市)に適用されています。

※ 応急仮設住宅などに入居される方も、ご利用できます。

※ 【大規模半壊世帯】又は【半壊世帯】であっても、倒壊防止や補修費等が著しく高額にな

るなど、やむを得ない理由があると認められ、平成 24 年８月 27 日までに住宅を解体した場

合は【全壊世帯】の区分になりますので、解体される前に市町村に御相談ください。

※ また、被害認定にかかわらず、敷地被害により上記と同様、やむを得ない理由があると認

められ、平成 24 年８月 27 日までに住宅を解体した場合も【全壊世帯】の区分になりますの

で、解体される前に市町村に御相談ください。

（２）被災者生活再建支援金（県・市町村の制度）
（支給限度額 22.5 万円～100 万円）

ア 対象世帯… ご自宅が全壊、大規模半壊、半壊又は床上浸水した世帯

イ 支給額 … Ｐ５の支援額を定額で支給

※ 被災者生活再建支援法（国制度）の適用とならない市町村については、県・市町村制

度で支援されます。

３
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２ 住宅応急修理制度
被災の程度が、「大規模半壊」又は「半壊」の方で、被災したご自宅の応急的な修理に係る

費用を負担する制度で、国の制度、県の制度があります。国の制度、県の制度を併用すること

もできます。（国の制度には、所得要件等がありますので、利用の際、ご確認ください。）

なお、被災の程度が「全壊」の方であっても、応急的な修理を行うことで居住することが可

能な方もご利用できます。

また、負担する額には、限度額があり、国の制度、県の制度でそれぞれ異なります。

応急仮設住宅に入居される方は、この制度はご利用できません。

応急仮設住宅に入居される方で住宅の補修を考えていらっしゃる方は、前記１の被災者生活

再建支援制度をご利用ください。

（１）住宅応急修理制度（国の制度）

住宅応急修理制度（国の制度）の限度額は 52 万円です。

制度利用に当たって、被災の程度が「半壊」の場合は、所得要件等がありますので、ご注

意ください。

前年の世帯収入等が、次のいずれかに該当する方がご利用いただけます。

①（収入額）＜ 500 万円

②500 万円 ＜（収入額）≦ 700 万円で、世帯主が 45 歳以上又は要援護世帯

③700 万円 ＜（収入額）≦ 800 万円で、世帯主が 60 歳以上又は要援護世帯

< 収入額の算定 >

平成 22年 1 月 1日から平成 22年 12 月 31 日までの収入が対象。

世帯の中に所得のある方が複数いる場合は、それぞれの方について各々の収入額を算定し、

それらを合計した額が世帯全体の収入額となります。

総所得金額（Ａ） 収 入 額

９７．５万円以下 （Ａ）＋６５万円

９７．５万円を超え、１０８万円以下 （Ａ）÷０．６

１０８万円を超え、２３４万円以下 （Ａ＋１８万円）÷０．７

２３４万円を超え、４７４万円以下 （Ａ＋５４万円）÷０．８

４７４万円を超え、７８０万円以下 （Ａ＋１２０万円）÷０．９

７８０万円を超える （Ａ＋１７０万円）÷０．９５

（２）住宅応急修理制度（県の制度）

被災の程度が「大規模半壊」の場合は 100 万円、「半壊」の場合は 50万円が、それぞれの限

度額となります。

制度利用に当たって、被災の程度にかかわらず、所得要件等はありません。
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生活再建・住宅応急修理支援制度（平成 23 年９月１日現在）

５

【表】支援額一覧表 (注１) （単位：万円）

（１）被災者生活再建支援制度 （２）住宅応急修理制度

被災者生活再建支援法

適用市町村

被災者生活再建支援法

非適用市町村
災害救助法適用市町村

被害状況・

基準

国の制度 県・市町村の制度
国

（上限額）

県

（上限額）

世帯

構成

基礎

支援金
加算支援金 計

県・

市町村

の制度

合計

基礎

支援金
加算支援金 計

半壊の場合

年齢・所得

条件あり

年齢・所得

条件なし

国・県

計

（上限額）

建設・

購入
200 300 400

建設・

購入
200 400

補修 100 200 300 補修 100 300
２人

以上
100

賃貸 50 150

100

250

200

賃貸 50 250

建設・

購入
150 225 300

建設・

購入
150 300

補修 75 150 225 補修 75 225

全壊

単身 75

賃貸 37.5 112.5

75

187.5

150

賃貸 37.5 187.5

－ － －

建設・

購入
200 250 300

建設・

購入
200 300

補修 100 150 200 補修 100 200
２人

以上
50

賃貸 50 100

50

150

100

賃貸 50 150

建設・

購入
150 187.5 225

建設・

購入
150 225

補修 75 112.5 150 補修 75 150

大規模

半壊

単身 37.5

賃貸 37.5 75

37.5

112.5

75

賃貸 37.5 112.5

52 100 152

２人

以上
－ － － － 50 50 50 － － 50

半壊

単身 － － － － 37.5 37.5 37.5 － － 37.5

52 50 102

２人

以上
－ － － － 30 30 30 － － 30 － － －

床上

浸水
単身 － － － － 22.5 22.5 22.5 － － 22.5 － － －

(注２) (注４)

(注３) (注３)

(注５)

(注６)



（注１） 被災者生活再建支援制度（国の制度）、住宅応急修理制度の申請窓口は市町村役場です。

詳しくは、市町村担当窓口にご相談ください。

（注２） 被災者生活再建支援制度の申請期限は、次のとおり定められていますので、申請もれの

ないようご注意下さい｡

○基礎支援金（平成 24 年８月 27日まで）、○加算支援金（平成 26 年８月 27 日まで）

（注３） 「(1)被災者生活再建支援制度」の「加算支援金」は住宅再建方法（「建設・購入」「補
修」「賃借」の３区分）により異なります。複数の方法（区分）が該当する場合は、それ
らのうちの一番高い区分の額が最終的な支援額になります。

（注４） 住宅応急修理に係る費用は、直接市町村から住宅応急修理施工者に支払われます｡

（注５） 全壊であっても、応急修理を実施することにより居住が可能になる場合は、対象となる
ことがあります｡

（注６） 前年の世帯年収などの要件を満たす世帯が利用できます。

※ 表内の「－」部は、支援制度の対象外となります｡
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住宅等に関する資金の融資

（返済が必要です）

支援制度名 区分 ご利用できる方 制度の概要(貸付対象など) お問い合わせ先 電話番号

住宅が全壊、大規模半壊

又は半壊の被害を受けた

方

建設、新築購入及びリ・ユース(中古)購入に必要な資金を貸し付けます。

※以下建設の場合

【貸付限度額】耐火、準耐火又は耐久性のある木造：1,460 万円

一般の木造：1,400 万円

土地取得資金：970 万円、整地資金 380 万円

【貸付利率】年 1.58％（８月 17 日現在）【据置期間】貸付日から３年以内

【償還期間】耐火、準耐火又は耐久性のある木造：35 年以内

一般の木造：25 年以内

（新築購入及びリ・ユース（中古）購入に要する資金の詳細は、右の問い合わせ

先へご確認ください。）

新潟県 建築住宅課

街並み推進係

又は

住宅金融支援機構

お客様コールセンター

025-280-5442

0120-086-353

（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ）

災害復興住宅融資

（独立行政法人

住宅金融支援機構）

貸付

住宅に 10 万円以上の被

害を受けた方

補修に必要な資金を貸し付けます。

【貸付限度額】耐火、準耐火：640 万円、木造：590 万円

移転・整地資金：380 万円

【貸付利率】年 1.58％（８月 17 日現在）【据置期間】貸付日から１年以内

【償還期間】20 年以内

新潟県 建築住宅課

街並み推進係

又は

住宅金融支援機構

お客様コールセンター

025-280-5442

0120-086-353

（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ）

生活福祉資金

(福祉資金（住宅）)

貸付 被災世帯（低所得・障害

者・高齢者世帯）

被災した家屋の増築、改築、改修又は補修に必要な資金を貸し付けます。

【貸付限度額】一世帯 250 万円

【貸付利率】 連帯保証人あり 無利子 連帯保証人なし 年 1.5％

【据置期間】 貸付日から６月以内 【償還期間】据置期間経過後７年以内

【受付期間】 当面の間

【そ の 他】 連帯保証人１名（連帯保証人がいない場合も貸付可能）

所得による貸付制限があります。

災害援護資金（Ｐ９）との同時利用は出来ません。

新潟県 福祉保健課

保護係

又は

お住まいの地域の

市町村社会福祉協議会

025-280-5179

（注）９月 1 日現在の情報を掲載しています。
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母子寡婦福祉資金

(住宅資金)

貸付 母子家庭の母、寡婦 被災した家屋の補修・保全・改築、住宅の建設・購入に必要な資金を貸し付け

ます。

【貸付限度額】200 万円

【貸付利率】無利子又は年 1.5％（連帯保証人の有無による）

【据置期間】貸付日から６ヶ月～1年 6ヶ月(住宅の被害額により変わります｡)

【償還期間】据置期間経過後７年以内

新潟県 児童家庭課

家庭福祉係

又は

お住まいの地域の

県地域振興局健康福祉環境

部地域福祉課

025-280-5926

母子寡婦福祉資金

(転宅資金)

貸付 母子家庭の母、寡婦 住居の移転に必要な資金を貸し付けます。

【貸付限度額】26 万円

【貸付利率】無利子又は年 1.5％（連帯保証人の有無による）

【据置期間】貸付日から６ヶ月

【償還期間】据置期間経過後３年以内

新潟県 児童家庭課

家庭福祉係

又は

お住まいの地域の

県地域振興局健康福祉環境

部地域福祉課

025-280-5926

８



使途に定めのない資金の融資

（返済が必要です）

支援制度名 区分 ご利用できる方 制度の概要(貸付対象など) お問い合わせ先 電話番号

災害援護資金 貸付 水害により被害を受け

た世帯の世帯主

水害により負傷又は住居・家財に被害を受けた世帯の世帯主に対し、生活の立

て直しのための資金を貸し付けます。

【貸付限度額】150～350 万円（世帯主の負傷の有無や住居・家財の損害程度に

より変わります。）

【貸付利率】年３％ 【据置期間】３年（特別の場合５年）

【償還期間】据置期間経過後７年以内

【受付期間】お住まいの各市町村へご確認ください｡

【その他】世帯の構成人数に応じた所得制限があります｡

連帯保証人が必要となります。

新潟県 防災企画課 025-282-1606

生活福祉資金

(災害臨時経費)

貸付 被災世帯（低所得・障害

者・高齢者世帯）

被災による困窮からの自立更生のための資金を貸し付けます。

【貸付限度額】一世帯 150 万円

【貸付利率】 連帯保証人あり 無利子 連帯保証人なし 年 1.5％

【据置期間】 貸付日から６月以内 【償還期間】据置期間経過後７年以内

【受付期間】 災害を受けた日の翌月から６月以内

【そ の 他】 連帯保証人１名（連帯保証人がいない場合も貸付可能）

所得による貸付制限があります。

上記「災害援護資金」との同時利用は出来ません。

新潟県 福祉保健課

保護係

又は

お住まいの地域の

市町村社会福祉協議会

025-280-5179

生活福祉資金

(緊急小口資金)

貸付 被災世帯（低所得・障害

者・高齢者世帯）

緊急・一時的に生計維持が困難となった場合の資金を貸し付けます。

【貸付限度額】一世帯 10 万円

【貸付利率】無利子【据置期間】貸付日から２月以内

【償還期間】据置期間経過後８月以内

【受付期間】当面の間

【そ の 他】連帯保証人は不要です。

所得による貸付制限があります。

新潟県 福祉保健課

保護係

又は

お住まいの地域の

市町村社会福祉協議会

025-280-5179

９
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母子寡婦福祉資金

(生活資金)

貸付 母子家庭となって７年

未満の母

【貸付使途】生活の安定・継続に要する資金

【貸付限度額】月額 103 千円×３ヶ月(生計中心者でない場合は､月額 69 千円)

【貸付利率】無利子又は年 1.5％（連帯保証人の有無による）

【据置期間】貸付日から６ヶ月

【償還期間】据置期間経過後８年以内

新潟県 児童家庭課

家庭福祉係

又は

お住まいの地域の

県地域振興局健康福祉環境

部地域福祉課

025-280-5926

勤労者生活安定資金

(災害ローン)

貸付 中小企業にお勤めの方

で、次の全てに該当する方

①同一事業所に１年以上

勤務し、かつ引き続き勤務

しようとする方

②県内に住所を有する満

20 歳以上の方

③保証機関の保証が受け

られる方

④右欄の【その他】①～④

のいずれかに該当する方

災害による傷病の治療、住宅・家財の新築、購入、補修、災害の復旧資金を貸

し付けます。

【限度額】100 万

【貸付利率】年 2.5％（固定）

【償還期間】５年以内（３か月以内の据置期間を含む）

【その他】次の①～④のいずれかに該当する方が対象となります。

①災害により、自己又はその家族が負傷し、おおむね 1か月以上医師の治療を必

要とする方

②災害により、自ら居住する住宅が全壊（全焼）、流出、半壊（半焼）、一部損壊

又は床上・床下浸水した方

③災害により、家財の全体の４分の１以上が滅失又は損壊した方

④豪雪により、災害救助法の適用を受けた市町村又は災害対策本部を設置した市

町村で、屋根の雪おろしその他で臨時に資金を必要とする方

新潟県 労政雇用課

労働福祉・雇用均等係

又は

新潟県労働金庫

融資統括部

県内全支店

025-280-5260

025-223-5270
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各種特例措置一覧

※ 各特例措置は、原則として本人による申し出や各種書類の提出を要することがほとんどです。詳しくはお問い合わせ先へご確認くだ

さい。

下線が引かれている特例措置は、第２版で新たに追加されたものです。
(１)公共料金等に関

する特例措置
特例区分 特例措置の概要（対象となる方・適用要件等） 特例措置の実施時期・期間等 お問い合わせ先 連絡先電話番号

電気料金等の免除・納

期延伸

減免

期限延長

災害救助法適用市町村及びその周辺地域において被災された

方の

①電気料金の早収期間及び支払期限を延伸します。

②不使用月の電気料金を免除します。

③工事費負担金を免除します。

④臨時工事費を免除します。

⑤使用不能設備の基本料金を免除します。

⑥引込線・計量器等の取付位置変更に係る諸工料を免除します。

（最寄りのお客さまセンターへ申込書の提出が必要です。）

①平成 23 年７月（早収期限日が 7月

29 日以降のものに限る）、８月、９月

の料金を各１ヶ月ずつ延伸

②被災から６ヶ月間

③④⑥平成 24 年２月末日までの申込

みが対象

⑤平成 24 年２月までの料金が対象

※詳細はコールセンター（右の連絡

先）へご確認ください。

東北電力

コールセンター

0120－175－466

電話料金の免除等 基本料金等

の減免・期

限延長

①サービス基本料金等を無料化します。

・被災による設備の故障又は避難勧告・避難指示のため電話等

が利用できなかった方

・災害救助法適用地域にお住まいの方で、被害に遭われ実態的

に電話等が利用できなかった方（申し出が必要です）

が対象となります。

②移転工事費を無料化します。

・被災により仮住居への移転工事等が生じた方

が対象となります。

③基本料金等の支払期限を延長します。

・被災された方（申し出が必要です）

①電話等が利用できなかった期間又

は避難勧告・避難指示の発令から解除

までの間の料金

②随時実施中

※詳細はお問い合わせセンター（右の

連絡先）へご確認ください。

③支払期限を請求書記載の日付より

１ヶ月延長

NTT東日本料金お問

い合わせ受付セン

ター

0120－002－992

※受付時間

午前 9:00～午後

9:00

（土日・祝日含

む）

1
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NHK 受信料の免除 減免 災害救助法による救助が行われた区域内で半壊以上または床

上浸水以上の被害を受けた建物に受信機を設置して受信契約を

締結されている方の受信料を全額減免します。

減免期間：２か月間

※詳細は新潟放送局（右の連絡先）へ

ご確認ください。

NHK 新潟放送局 025-230-1651

※受付時間

午前 9:30～午後

6:00

（土日・祝日を除

く）

（２）県税に関する特

例措置
特例区分 特例措置の概要（対象となる方・適用要件等） 特例措置の実施時期・期間等 お問い合わせ先 連絡先電話番号

県税の申告・納税等の

期限の延長

期限延長 災害により定められた期限までに申告・納税等ができない場

合に、期限を延長します。

水害発生の日以後に期限が到来する

申告・納税等について期限を延長

新潟県税務課 025-280-5046

県税に関する納税の猶

予

猶予 被災等の状況により納税が困難となった方の県税の納税を猶

予します。

※ 徴収猶予申請書の提出（被災(り災)証明書、その他被災

等の事実を証する書類を添付）が必要となります。

※ 被災(り災)証明書や被災した事実を証する書面の提出が

できない場合、個人にあっては住民票の写し、法人にあっ

ては商業登記簿謄本の写しの提出が必要となります。

原則として納期限から１年以内 新潟県税務課 025-280-5048

個人事業税の減免 減免 所有している事業用資産の損害額が、その資産の価格の 1/2

以上の場合又は所有している住宅・家財の損害が著しい場合に

は、所得金額等に応じて一定額～全額を減免します。

※ 減免申請期限は、納期限までとなります。

平成22年所得に係る平成23年度課税

分の個人事業税（１期、２期）が対象

新潟県税務課 025-280-5047

家屋を取得した直後に被災した場合、被災の程度に応じて一

定額～全額を減免します。

※ 減免申請期限は、納期限の７日前までとなります。

不動産取得税の納期限が未到来の家

屋が被災した場合に対象

不動産取得税の減免 減免

被災した家屋の代替家屋を一定期間内に取得した場合、被災

家屋の価格に応じて一定額～全額を減免します。

※ 減免申請期限は、納期限の７日前までとなります。

水害発生の日から、住宅は５年以内、

非住宅は３年以内に取得された代替

家屋が対象

新潟県税務課 025-280-5047

自動車取得税の減免 減免 次の場合に自動車取得税の一定額を減免します。

・自動車の取得の日から１か月以内に災害を受けて、使用でき

なくなったとき（全額減免）

※ 減免申請期限は、被災した日から２か月以内となります。

・災害を受けた自動車の代わりのものを、災害を受けた日から

６か月以内に取得したとき（一部減免）

※ 減免申請期限は、代わりの自動車を取得した日となります。

平成 23 年度課税分の自動車取得税が

対象

新潟県税務課 025-280-5048
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自動車税の減免 減免 災害により損害を受けた自動車の修繕費(保険金などにより

補てんされる金額を除く）がその自動車税額の４倍を超える場

合、自動車税の２分の１の額を減免します。

※ 減免申請期限は、納期限の７日前までとなります。

・平成 23 年度課税分の自動車税が対

象

・ただし、すでに納期限が到来してい

るものは、平成 24 年度課税分が対

象

新潟県税務課 025-280-5048

狩猟税の減免 減免 所有している住宅または家財の損害額が、その住宅等の価格

の 10 分の３以上で、所得が一定額以下である場合、狩猟税の一

定額を減免します。

※ 減免申請期限は、申告日となります。

平成 23 年度課税分の狩猟税が対象 新潟県税務課 025-280-5048

自動車税の減額・還付

手続きの簡素化

要件緩和 被災自動車に係る自動車税の減額・月割還付申請手続きを簡

素化します。

（通常）損壊した被災自動車について、抹消登録（廃車）を前

提として翌月以降の税額を月割で減額・還付

↓

（特例）抹消登録ができず、修理不能なほど損壊していると推

定される自動車に係る自動車税について、事故申立書の提出等

により抹消登録を待たずに翌月以降の税額を減額・還付します。

平成 23 年度課税分の自動車税が対象 新潟県税務課 025-280-5048

個人県民税の減免 減免 被災により減免が必要と認められる場合、市町村の取扱いに

併せて減免します。

※左記の減免については、個人県民税の賦課徴収が市町村において市町村民税の

賦課徴収と併せて行われているため、お住まいの市町村へお問い合わせくださ

い。

(３)学校等に関する

特例措置
特例区分 特例措置の概要（対象となる方・適用要件等） 特例措置の実施時期・期間等 お問い合わせ先 連絡先電話番号

県立高等学校・中等教

育学校の入学料の減免

減免 水害により地方税法第 323 条の規定に基づき、当該年度の市

町村民税課税額のうち、災害を受けた日以降に納期が到来する

ものが全額免除された世帯の生徒の平成 24 年度の入学料（入学

料相当額）を減免します。

平成 24 年度入学料 新潟県教育庁

財務課

025-280-5590

県立高等学校・中等教

育学校の入学考査料の

減免

減免 水害により地方税法第 323 条の規定に基づき、当該年度の市

町村民税課税額のうち、災害を受けた日以降に納期が到来する

ものが全額免除された世帯の生徒の平成 24 年度の入学考査料

を減免します。

平成 24 年度入学考査時 新潟県教育庁

高等学校教育課

025-280-5609

高校奨学金の緊急貸与

奨学生の募集

融資 水害により被災し、保護者の所得が基準額を下回る世帯の高

校生に奨学金を貸与します。

平成 23 年７月～23 年度末まで

※ただし、24 年度末までの延長も可能

新潟県教育庁

高等学校教育課

025-280-5609
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(４)医療･福祉関連

の特例措置
特例区分 特例措置の概要（対象となる方・適用要件等） 特例措置の実施時期・期間等 お問い合わせ先 連絡先電話番号

特定疾患治療研究事業

に係る手続きの簡素化

要件緩和 被災したことを原因として受給者証の提出ができない場合、

受給者証の交付を受けている者であることを医療機関に申し出

れば、医療機関が氏名、生年月日、住所を確認することで、通

常の公費負担医療が受けられます。

※ 緊急の場合は、委託契約を結んだ医療機関以外の医療機関

でも通常の公費負担医療が受けられます。

当分の間(期間未定) 新潟県健康対策課 025-280-5202

小児慢性特定疾患治療

研究事業に係る手続き

の簡素化

要件緩和 被災したことを原因として受診券の提出ができない場合、受

診券の交付を受けている者であることを医療機関に申し出れ

ば、医療機関が氏名、生年月日、住所を確認することで、通常

の公費負担医療が受けられます。

※ 緊急の場合は、委託契約を結んだ医療機関以外の医療機関

でも通常の公費負担医療が受けられます。

当分の間(期間未定) 新潟県健康対策課 025-280-5197

養育医療受診に係る手

続きの簡素化

要件緩和 被災したことを原因として養育医療券の提出ができない場

合、養育医療券の交付を受けている者であることを医療機関に

申し出れば、医療機関が氏名、生年月日、住所を確認すること

で、通常の公費負担医療が受けられます。

※ 緊急の場合は、指定医療機関以外の医療機関でも通常の公

費負担医療が受けられます。

当分の間(期間未定) 新潟県健康対策課 025-280-5197

骨関節結核その他の結

核児童の療養に係る手

続きの簡素化

要件緩和 被災したことを原因として療育券の提出ができない場合、療

育券の交付を受けている者であることを医療機関に申し出れ

ば、医療機関が氏名、生年月日、住所を確認することで、通常

の公費負担医療が受けられます。

※ 緊急の場合は、指定医療機関以外の医療機関でも通常の

公費負担医療が受けられます。

当分の間(期間未定) 新潟県健康対策課 025-280-5197

結核医療費に係る手続

きの簡素化

要件緩和 被災したことを原因として感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律第 37 条の２の患者に対する医療に係

る患者票が提出できない場合、患者票の交付を受けている者で

あることを医療機関に申し出れば、氏名、生年月日及び住所を

確認することで医療機関で受診できます。

※ 緊急の場合は、結核指定医療機関以外の医療機関でも受

診できます。

当分の間(期間未定) 新潟県健康対策課 025-280-5200

1
4



原子爆弾被爆者に対す

る援護に関する法律に

係る手続きの簡素化

要件緩和 被災したことを原因として被爆者健康手帳（認定疾病にあっ

ては認定書・被爆者健康手帳）の提出ができない場合、手帳等

の交付を受けている者であることを医療機関に申し出れば、医

療機関が氏名、生年月日、住所を確認することで、通常の公費

負担医療が受けられます。

※ 緊急の場合は厚生労働大臣又は県知事の指定した医療機

関以外の医療機関でも通常の公費負担医療が受けられます。

当分の間(期間未定) 新潟県健康対策課 025-280-5202

県単医療費助成事業の

受給者証を紛失した場

合等の取扱い

要件緩和 県単医療費助成事業（重度心身障害者医療費助成事業、ひと

り親家庭等医療費助成事業、子ども医療費助成事業、老人医療

費助成事業）において、受給者証を紛失、避難中等の理由によ

り医療機関に提示できない場合、受給者証が再交付されるまで

の間、住所、氏名、県単医療の種別等を申告することにより、

受給者証の提示なしで助成を行います。

受給者証が再発行されるまで 新潟県障害福祉課 025-280-5212

重度心身障害者医療費

助成事業の助成停止の

取扱い

要件緩和 災害保険金や損害賠償金等により補填された金額を除き、被

災された方が財産の価格のおおむね１/２以上の被害を受けた

場合に、所得制限により助成停止となっている場合でも被災状

況により助成停止を解除します。

損害を受けた月から翌年の８月まで 新潟県障害福祉課 025-280-5212

自立支援医療受給者証

を紛失した場合等の取

扱いについて

要件緩和 自立支援医療を受けている被災者について、自立支援医療受

給者証を提示できない場合においても、氏名、生年月日及び住

所を確認することにより指定自立支援医療機関を受診できま

す。

また、緊急の場合は、受診する指定自立支援機関と自立支援

医療受給者証に記載されている指定自立支援医療機関の名称が

異なる場合でも、事後に支給認定の変更を行うことができます。

さらに、指定自立支援医療機関以外の医療機関でも受診するこ

とができます。

当面の間 新潟県障害福祉課 025-280-5212

障害福祉サービス（障

害児施設給付費を除

く）に係る利用者負担

額の減免

減免 市町村の規定により、障害福祉サービスに係る利用者負担額

を一定期間減免します。

市町村の規定による 新潟県障害福祉課 025-280-5918
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療養介護医療費に係る

利用者負担額の減免

減免 市町村の規定により、療養介護医療に係る利用者負担額を一

定期間減免します。

市町村の規定による 新潟県障害福祉課 025-280-5918

補装具費の減免 減免 被災した補装具費支給対象障害者等又はその属する世帯の生

計を主として維持する者の所得状況の変化等に応じて補装具費

の支給対象とすることや負担上限月額を適用すること等、適宜

の方法により補装具費支給対象者等の負担を軽減します。

当面の間 新潟県障害福祉課 025-280-5212

介護保険料の猶予・減

免

猶予・減免 市町村の規定により、介護保険料の徴収を一定期間猶予又は

減免します。

市町村の規定による 新潟県高齢福祉保

健課

025-280-5195

介護保険サービスに係

る利用者負担額の猶

予・減免

猶予・減免 市町村の規定により、介護保険サービスに係る利用者負担額

を一定期間猶予又は減免します。

市町村の規定による 新潟県高齢福祉保

健課

025-280-5195

(５)農林水産業関連

の特例措置
特例区分 特例措置の概要（対象となる方・適用要件等） 特例措置の実施時期・期間等 お問い合わせ先 連絡先電話番号

農業改良資金（平成 22

年９月 30 日以前に貸

付決定したもの）

要件緩和 ①、②いずれかの事由が生じた場合

●原則として１年以内の償還猶予が可能です。

①災害による農作物、畜産物の減収量が平年の３割以上で減収

による損失額が平年の農業総収入の１割以上

②借受者の死亡、疾病、又は負傷及び盗難

災害発生以降、償還期間中 新潟県経営普及課 025-280-5301

農業改良資金（平成 22

年 10 月１日以降に貸

付決定したもの）

その他 ●償還期間の延長等、返済条件の緩和

日本政策金融公庫又は、転貸先金融機関の判断による。

被災された方からの相談に応じて個

別の対応となります。

新潟県経営普及課 025-280-5301

就農支援資金

（融資機関からの貸付

による施設等資金）

要件緩和 ①、②いずれかの事由が生じた場合

●原則として１年以内の償還猶予が可能です。

①災害による農作物、畜産物の減収量が平年の３割以上で減収

による損失額が平年の農業総収入の１割以上

②借受者の死亡、疾病、又は負傷及び盗難

災害発生以降、償還期間中 新潟県経営普及課 025-280-5301
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就農支援資金

（青年農業者等育成セ

ンターからの貸付によ

るもの）

その他 償還猶予等

※ 被災された方からの相談に個別に対応します。

被災された方からの相談に応じて個

別の対応となります。

新潟県経営普及課 025-280-5301

農業近代化資金の貸付

条件変更

要件緩和 ①～②いずれかの事由が生じた場合、

●償還期限を延長します（ただし、県の要綱で定める償還期限

の範囲）。

●据置期間の延長又は中間据置の設定を行います。

●償還金の支払を猶予します（ただし、県の要綱で定める償還

期限･据置期間の範囲）。

①災害による農作物・畜産物等の被害の場合、減収量が平年の

３割以上で、減収による損失額が平年の農業総収入の１割以上

②借受者等の死亡、疾病又は負傷及び盗難

災害発生以降、償還期間中 新潟県経営普及課 025-280-5301

漁業近代化資金の貸付

条件変更

要件緩和 ①～②いずれかの事由が生じた場合、

●償還期限を延長します(ただし、県の要綱で定める償還期限の

範囲)。

●据置期間の延長又は中間据置の設定を行います。

●償還金の支払を猶予します（ただし、県の要綱で定める償還

期限の範囲）。

①災害により所有財産にも被害(火災も含む)を受けた場合

②借受者等の死亡、疾病又は負傷及び盗難

災害発生以降、償還期間中 新潟県経営普及課 025-280-5301

沿岸漁業改善資金の貸

付条件変更

要件緩和 ①、②いずれかの事由が生じた場合

●原則として１年以内の償還猶予が可能です。

①災害による魚類、貝類及び海藻類の流失等による損失額がそ

の者の平年における漁業による総収入額の100分の10以上であ

る旨又は災害により、その所有する漁船若しくは漁具の沈没、

流出、滅失、損壊等による損失額が当該施設の被害時における

価額の 100 分の 50 以上ある旨の市町村の認定を受けた場合

②借受者の死亡、疾病又は負傷

災害発生以降、償還期間中 新潟県経営普及課 025-280-5301

1
7



農林水産業振興資金の

貸付条件変更

要件緩和 ①～②いずれかの事由が生じた場合、

●償還期限を延長します（ただし、農畜産物の県の要綱で定め

る償還期限の範囲）。

●据置期間の延長又は中間据置の設定を行います（ただし、県

の要綱で定める償還期限･据置期間の範囲）。

●償還金の支払を猶予します（ただし、県の要綱で定める償還

期限･据置期間の範囲）。

①減収による損失額が平年の農林水産業総収入の１割以上

②借受者等の死亡、疾病又は負傷及び盗難

災害発生以降、償還期間中 新潟県経営普及課 025-280-5301

日本政策金融公庫資金

に関する猶予等

その他 償還猶予等

※ 被災された方からの相談に個別に対応します。

被災された方からの相談に応じて個

別の対応となります。

新潟県経営普及課 025-280-5301

新規参入者経営安定資

金の貸付条件変更

要件緩和 ①～②いずれかの事由が生じた場合、

●償還期限を延長します（ただし、県の要綱で定める償還期限

の範囲）。

●据置期間の延長又は中間据置の設定を行います（ただし、県

の要綱で定める償還期限･据置期間の範囲）。

●償還金の支払を猶予します（ただし、県の要綱で定める償還

期限･据置期間の範囲）。

①災害による農畜産物被害等の場合

・減収による損失額が平年の農業総収入の１割以上

②借受者等の死亡、疾病又は負傷及び盗難

災害発生以降、償還期間中 新潟県経営普及課 025-280-5301

林業・木材産業改善資

金の貸付条件変更

要件緩和 ①、②いずれかの事由が生じた場合

●原則として１年以内の償還猶予が可能です。

①市町村からり災証明書の発行があった者

②借受者の死亡、疾病又は負傷

災害発生以降、償還期間中 新潟県経営普及課 025-280-5301

木材産業等高度化推進

資金に関する猶予等

その他 償還猶予等

※ 各金融機関において被災された方からの相談に個別に対応

します。

被災された方からの相談に応じて個

別の対応となります。

新潟県林政課 025-280-5326
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(６)使用料・手数料等

に関する特例措置
特例区分 特例措置の概要（対象となる方・適用要件等） 特例措置の実施時期・期間等 お問い合わせ先 連絡先電話番号

准看護師等の免許証再

交付手数料の減免

減免 被災により准看護師等の免許証等をき損または紛失したこと

による再交付等に係る手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県福祉保健課 025-280-5178

受胎調節実地指導員指

定証再交付手数料の減

免

減免 被災により指定証・標識の再交付・書換申請に係る手数料を

全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県健康対策課 025-280-5197

調理師免許再交付手数

料の減免

減免 被災により調理師免許証を亡失した場合の再交付に係る手数

料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県健康対策課 025-280-5934

栄養士免許証再交付手

数料の減免

減免 被災により栄養士免許証を亡失した場合の再交付に係る手数

料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県健康対策課 025-280-5934

介護支援専門員証再交

付手数料の減免

減免 被災により、介護支援専門員証を亡失し、滅失し、汚損し、

又は破損した場合に再交付に係る手数料を全額免除します。

※被災（り災）証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県高齢福祉保

健課

025-280-5194

（食品衛生法及び新潟

県食品衛生条例に基づ

く）食品営業許可申請

手数料の減免

減免 被災により食品営業許可の取り直しが必要となった場合に許

可申請に係る手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県生活衛生課 025-280-5205

製菓衛生師免許再交付

手数料の減免

減免 被災により製菓衛生師免許証を亡失・破損・汚損した場合の

再交付に係る手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県生活衛生課 025-280-5205

生活衛生関係営業に係

る手数料の減免

減免 被災により、施設の新築又は許可取り直しとなる程度の変更

を伴う営業再開及び、仮店舗での営業再開に係る手数料を全額

免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県生活衛生課 025-280-5207
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プール開設許可手数料

の減免

減免 被災により、施設の新築又は許可取り直しとなる程度の変更

を伴う再開及び、仮施設での再開に係る手数料を全額免除しま

す。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県生活衛生課 025-280-5207

クリーニング師免許証

再交付手数料の減免

減免 被災によりクリーニング師免許証を亡失・破損・汚損した場

合の再交付に係る手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県生活衛生課 025-280-5207

動物取扱業登録申請手

数料の減免

減免 災害救助法適用地域内で既に動物取扱業の登録をしている方

で、被災により営業の継続ができず、同一敷地以外の場所で営

業を再開する場合の登録申請手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県生活衛生課 025-280-5206

犬の返還手数料の減免 減免 災害救助法適用地域内で飼養していた犬で、被災により逸走

したと認められる犬を返還する場合の手数料を全額免除しま

す。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県生活衛生課 025-280-5206

医療法による開設許可

手数料の減免（診療所、

助産所）

減免 平成 23 年７月新潟・福島豪雨により診療所等が被災し、当該

診療所等を概ね被災前の状況に復旧させるための医療法の手続

きに関する手数料を全額免除します。（移転、建て替え、仮設等

の新規開設する場合も含む。）

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

での間の申請

新潟県医務薬事課

又は最寄りの保健

所

025-280-5184

医療法による使用許可

手数料の減免（病院、

診療所、助産所）

減免 平成 23 年７月新潟・福島豪雨により病院等が被災し、当該病

院等を概ね被災前の状況に復旧させるための医療法の手続きに

関する手数料を全額免除します。（移転、建て替え、仮設等の新

規開設する場合も含む。）

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

での間の申請

新潟県医務薬事課

又は最寄りの保健

所

025-280-5184

診療エックス線技師免

許証及び衛生検査所登

録証明書再交付手数料

の減免

減免 平成 23 年７月新潟・福島豪雨により、免許証をき損、汚損又

は紛失した免許証の再交付に関する手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

での間の申請

新潟県医務薬事課

又は最寄りの保健

所

025-280-5184

薬事法に係る許可申請

手数料の減免

減免 薬局等が被災し、当該薬局等を概ね被災前の状況に復旧させ

るための手続きに関する手数料を全額免除します。

※ 移転、建て替え、仮設等の新規開設に限ります。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

での間の申請

新潟県医務薬事課 025-280-5187
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薬事法に係る許可証再

交付手数料の減免

減免 被災により、き損、汚損又は紛失した許可証等の再交付に関

する手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

での間の申請

新潟県医務薬事課 025-280-5187

毒物及び劇物取締法に

係る登録申請手数料の

減免

減免 営業所等が被災し、当該営業所等を概ね被災前の状況に復旧

させるための手続きに関する手数料を全額免除します。

※ 移転、建て替え、仮設等の新規開設に限ります。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります

被災した日から平成 24 年３月末日ま

での間の申請

新潟県医務薬事課 025-280-5187

毒物及び劇物取締法に

係る登録票再交付申請

手数料の減免

減免 被災により、き損、汚損又は紛失した登録票等の再交付又は

書換えに関する手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

での間の申請

新潟県医務薬事課 025-280-5187

麻薬及び向精神薬取締

法に係る免許申請手数

料の減免

減免 薬局又は診療所が被災したため、当該薬局又は診療所を移転

又は建て替え等をしたことにより、これらの許可を新たに取得

し直したことに伴い、麻薬取扱者免許を新たに取得し直すため

にかかる手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

での間の申請

新潟県医務薬事課 025-280-5187

麻薬及び向精神薬取締

法に係る免許証再交付

手数料の減免

減免 被災により、き損、汚損又は紛失した免許証の再交付に関す

る手数料を全額免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

での間の申請

新潟県医務薬事課 025-280-5187

登録電気工事業者登録

証再発行手数料の減免

減免 り災した登録電気工事業者（県知事登録を受けた事業者に限

る。）の登録電気工事業者登録証再発行手数料を全額免除しま

す。

※ 被災（り災）証明書（写し可）の提出が必要となります。

被災した日から平成24年３月末日ま

で

新潟県産業振興課 025-280-5257

電気工事士免状再発行

手数料の減免

減免 り災した電気工事士免状所有者の電気工事士免状の再発行手

数料を全額免除します。

※ 被災（り災）証明書（写し可）の提出が必要となります。

被災した日から平成24年３月末日ま

で

新潟県産業振興課 025-280-5257

技能検定合格証書再交

付手数料の減免

減免 被災により滅失した証書の再交付に係る手数料を免除しま

す。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県職業能力開

発課

025-280-5263
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職業訓練指導員免許証

再交付手数料の減免

減免 被災により滅失した免許証の再交付にかかる手数料を免除し

ます。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県職業能力開

発課

025-280-5262

計量検定所における検

定手数料等の減免

減免 被災者を対象に装置検査手数料、燃料油メーター、質量計の

検定手数料、計量証明事業登録証再交付手数料を免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

被災した日から平成 24 年３月末日ま

で

新潟県計量検定所 0256-36-2240

建築確認申請手数料等

の減免（県実施分）

減免 災害救助法第２条に規定する被救助者に該当し、被災(り災)

証明書を提出された方の確認申請手数料・中間検査申請手数

料・完了検査申請手数料を全額免除します。

※ 県内各市が担当する建築確認に係る手数料に関しては、各

市の担当課へお問い合わせください。

平成 23 年８月１日以降に確認申請を

する建築物

新潟県建築住宅課 025-280-5441

建築確認申請手数料等

の減免

（建築住宅センター等

実施に係る分）

減免 災害救助法第２条に規定する被救助者に該当し、被災(り災)

証明書を提出された方の建築確認に係る各手数料を以下のとお

り免除します。

①(財)新潟県建築住宅センター実施分については大規模半壊以

上の被災(り災)証明書の提出があった場合のみ確認申請手数料

を全額免除

②(株)新潟建築確認検査機構実施分については確認申請・中間

検査・完了検査手数料を 1/2 免除

①平成 23 年８月１日から 2年以内に

建築又は大規模な修繕・模様替えをす

る場合

②平成 23 年８月１日以降に確認申請

をする建築物

①(財)新潟県建築

住宅センター

②(株)新潟建築確

認検査機構

①025-283-0851

②025-283-2112

県営住宅一時入居の使

用料減免

減免 被災による緊急避難措置として、県営住宅に一時入居する場

合の使用料(家賃・駐車場)を原則６か月免除します。

※ 被災(り災)証明書の提出が必要となります。

入居可能期間は原則６か月

※その後、被災者の実情に応じて更新

できます(最長で通算１年間まで）。

新潟県建築住宅課 025-280-5444

銃砲刀剣類登録証の再

交付手数料の減免

減免 東北地方太平洋沖地震及び長野県北部を震源とする地震によ

り被災した方及び平成 23 年７月新潟・福島豪雨により被災した

方の銃砲刀剣類登録証の再交付手数料を免除します。

被災した日から平成 24 年３月末日の

申請分まで。

新潟県教育庁文化

行政課

025-280-5619

新潟県公安委員会の権

限に属する事務に係る

各種手数料の減免

減免 被災された方が被災前の生活に戻るために必要な申請事務の

手数料を全額免除します。

（例）自動車運転免許証再交付、道路使用許可証

自動車保管場所証明書交付 等

被災した日から平成 24 年３月末日の

申請分まで

新潟県警察本部

会計課

025-285-0110
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(７)その他の特例措

置
特例区分 特例措置の概要（対象となる方・適用要件等） 特例措置の実施時期・期間等 お問い合わせ先 連絡先電話番号

中小企業向け新潟県制

度融資の貸付条件変更

要件緩和 ①償還期限を延長します。（ただし、県の要綱で定める償還期

限の範囲内）

②６か月間の元金返済猶予を行います。

※②については、次に掲げる全ての要件に当てはまる方が対象

・最近３か月間の売上高等が前年同期比３％以上減少

・元金の返済を約定どおり行っている

・返済猶予により経営安定が見込まれる

・金融機関と保証協会の同意が得られる

①については、償還期間中

②については、平成 24 年３月末日ま

で

新潟県商業振興課 025-280-5240

被災地での「地デジ難

視対策衛星放送」の一

時利用

その他 災害により地上デジタルテレビ放送が視聴困難になった世帯

に対し、「地デジ難視対策衛星放送」を一時的に利用していた

だき視聴を可能にします。

復旧するまでの期間、又は平成 27 年

３月末

お住まいの市町村の地上デジタル放送

担当課へお問い合わせください。
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お問い合わせ先

１ 被災者生活再建支援制度関連

地元の市町村役場または新潟県豪雨災害対策本部生活再建支援班

（電話 025－282―1758）へお問い合わせください。

２ 住宅の修理にかかる専門家

相 談 内 容 窓 口 名 電話番号

(社)新潟県建築士会 025-378-5666
住宅の建替えや修

繕等に関する技術

的な相談 (社)新潟県建築士事務所協会 025-265-4748

住宅の修繕等の

見積り・業者の

選定に関する相談

(社)新潟県建築組合連合会 025-231-2251

３ 訪問販売や悪徳商法等の相談窓口

名 称 電話番号 開 設 日

県消費生活センター 025-285-4196
午前 9時～午後４時 30分（平日）

午前 10 時～午後４時 30分（土曜）
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